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脱フロン・低炭素社会の早期実現のための省エネ型⾃然冷媒機器導⼊加速化事業
（⼀部農林⽔産省、経済産業省、国⼟交通省連携事業）

事業イメージ

間接補助事業（補助率１／３）

業務用冷凍空調機器の冷媒には、特定フロン（HCFC）や代替フロン（HFC）が使
用されているが、地球温暖化対策計画の目標達成のためには大幅な排出削減が必要。
HCFCは2019年末に生産全廃されており、HCFC機器の早期転換が必要。さらに、

HFCはモントリオール議定書改正等により、2036年までに85％分の生産及び消費の
段階的削減が必要。
そのような中、HCFCやHFCを代替する技術である省エネ型⾃然冷媒機器の技術に

ついては、イニシャルコストが⾼く現時点で⾃⽴的導⼊には⾄っていない。
⾃然冷媒への直接の転換が⼗分に進めば、将来的な脱フロン・低炭素化が一層進

展・加速するとともに、⺠間資⾦の⼆重投資を回避することが可能。
そのため、コロナ後の社会において、⾷の流通を⽀えるコールドチェーンに対して

省エネ性能の⾼い⾃然冷媒機器の導⼊を⽀援・加速化し、一足飛びで脱フロン化・低
炭素化を進めることが極めて重要であることから、冷凍冷蔵倉庫、⾷品製造工場、⾷
品小売店舗における省エネ型⾃然冷媒機器の導⼊を補助。

① 省エネに取り組む事業者への積極的な⽀援により、コールドチェーンの省エネ化及び脱フロン化を推進
② 一定の需要を生み出すことにより⾃然冷媒機器の低価格化を促進。競争⼒強化により我が国メーカーの⾼効率先進
機器を海外展開し、地球規模での環境対策へ寄与するとともに世界経済を牽引する

③ フロン排出抑制法の取組強化と相まったフロン排出の大幅削減

先進技術を利⽤した省エネ型⾃然冷媒機器の導⼊を⽀援します。

【令和３年度予算（案） 7,300百万円（ 7,300百万円）】

【事業スキーム】

（注）省エネ型⾃然冷媒機器
フロン類ではなく、アンモニア、⼆酸化炭素、空気等、

⾃然界に存在する物質を冷媒として使用した冷凍冷蔵機
器であって、同等の能⼒を有するフロン類を冷媒として
使用した機器と比較してエネルギー起源⼆酸化炭素の排
出が少ないもの

＜中央⽅式冷凍冷蔵機器＞ ＜冷凍冷蔵ショーケース＞

⺠間事業者・団体、地⽅公共団体等

平成30年度〜令和４年度

環境省 地球環境局 地球温暖化対策課 フロン対策室 電話︓0570-028-341
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